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(57)要約

電池装置は、扁平な円筒形のリチウムイオン電池およびその側面に配置される 

回路基板を含む。回路基板と正極とが第1接続体によって接続されていて、回路 

基板と負極とを接続する第2接続体によって接続される。第1接続体およぴ第2 

接続体はそれぞれ帯状体であり、その帯状体の側端から幅方向に延びて複数の切 

り込みが形成される〇回路基板と正極および負極との間の接続長さが変化すると 

、複数の切り込みが開きまたは閉じることによって、第1接続体および第2接続 

体によって接続長さの変化分が吸収される。

〇丁に基づいて公開される国際出顧のパンフレット第一頁に掲載された？〇丁加盟国を同定するために使用されるコード(参考情報)
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단月 糸田 ٠
電池装置

技術分野

この発明は電池装置に関する。この発明は、特定的には、リチゥムイオン電池 

およびその保護回路用基板を有する電池装置に関する。

従来技術

近年の携帯電話等の電子機器の小型化·軽量化に伴い、電源としての電池にも 

小型化.軽量化が求められている。それに対応して、負極にリチゥムやリチゥム 

イオンをドープ'脱ドープし得る材料を用いた、二次電池（以下、単に「リチゥ 

ムイオン電池」ということがある。）が開発された。このリチウムイオン電池は 

、軽量で自己放電も少なく、高い電源電圧が得られることから、実用化が進めら 

れてきている。

他方、この二次電池は、充放電に伴って電極材が膨張収縮を繰り返すといった 

特性を有している。したがって、電極材の膨張収縮に起因して発生する技術的な 

課題をいかに解決していくかがこれまで種々検討されてきている。

たとえば'、1996年5月23日付で公開された特開平7 - 1 3 4 9 8 4号公 

報［ΗΟ1Μ 4/02，4/58，10/40］では、円筒型の二次電池において、渦卷状に電極 

体を構成し、電極体の体積膨張が十分に行われると正極およぴ負極の間に適度の 

圧力が保たれるようにしている。また、1 9 9 6年8月1 8日付で公開された特 

開平7 - 2 2 0 7 5 4号公報［10/38，10/38］では、電極体を積層体として構成 

し、この積層体を熱収縮チューブで束ねて充放電に伴う体積膨張を吸収すること 

によって、積層体の型くずれ等を防止している。後者の従来技術では、さらに、 

容器と蓋の間に弾性リングを設けたり、容器自身に波状形成部を設けて、電極体 

の膨張収縮を可能とすることで積層体の形を保つようにしている。

このように、従来より、電極体の膨張収縮に拘わらず電極体の構造を維持して 

いくための提案は種々なされている。

ところで、こうしたリチウムイオン電池には、たとえば電池のオーバヮークの
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抑制等のために保護回路が付設されることがあり、上述した電子機器の小型化· 

軽量化に伴い、こうした保護回路も、図1に示すように、直接電池に取り付ける 

ことで省スぺースが図られている。

図1に示す従来技術の電池装置1は、扁平な円筒形の積層体（図示せず）を有 

するリチウムイオン電池12を含み、このリチウムイオン電池12の上端面に正 

極リード'1 4が、またその下端面に負極リ-ド٠1 6がそれぞれ露出してぃる。そ 

して、保護回路1 8を形成した基板2 0が電池1 2の側面に接するように配置さ 

れる。基板2 0からは保護回路1 8と電気的に接続された接続板2および4が延 

び、接続板2および4は、それぞれ、たとえばニッケルの薄板からなり正極リ- 

ド1 4および負極リード1 6に電気的に接続されてぃる。

図1に示す電池装置1において、リチウムイオン電池1を使用すると、その使 

用に従って積層体（図示せず）は上述したように膨張収縮を繰り返すことになる 

が、基板2 0ならびに接続板2および4は伸縮しなぃため、両者にストレスが加 

わることになる。こうしたストレスが、接続板2および4の基板2 0への固定部 

分等の強度的に弱い部分にかかったり、基板2 0自体にかかると、保護回路1 8 

や基板2 〇等の回路部品のクラックを生じることがあった。

そのため、従来、このストレスに対する強度を高める改良が種々試みられてい 

る。しかしながら、従来の改良案では、たとえは'、特別仕様の部品を使用したり 

、部品の剛性を大きくすることによって、全体の強度を高めるようにしているた 

め、電池装置の小型٠軽量化が阻害されるだけでなく、高価になってしまぅとぃ 

ぅ問題点がぁった。

発明の概要

それゆえに、この発明の主たる目的は、より安価にして、ストレスに対する強 

度を高めることができる、電池装置を提供することである。

この発明の他の目的は、ストレスに対する強度を高め、かつ小型.軽量化が可 

能な、電池装置を提供することである。

この発明に従った電池装置は次のものを備える、高分子材料からなる正極およ 

び負極を有しリチウムイオンにより充放電を行うリチウムイオン電池:リチウム
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イオン電池の外面上に配置される回路基板；回路基板と正極とを接続する第1接 

続体；回路基板と負極とを接続する第2接続体:および第1接続体および第2接 

続体の少なくとも一方に関連して設けられ、回路基板と正極との間の第1接続長 

さおよび回路基板と負極との間の第2接続長さ少なくとも一方を可変とする長さ 

可変手段。

リチウムイオン電池の充放電に伴う膨張収縮により、リチゥムイオン電池の正 

極および'または負極の少なくとも.方と回路基板との接続長さが変化したとし 

ても、第1接続体および'または第2接続体に関連して設けられた長さ可変手段 

によってその接続長さの変化分が吸収される。

したがって、この発明によれば'、第1接続体および第2接続体の少なくとも一 

方に関連して長さ可変手段を設けることによって、接続体にかかるストレスを軽 

減することが可能である。そのため、特別な部品を用いたり、部品の剛性を大き 

くする必要がないので、安価であるばかりでなく、電池装置の小型化、軽量化を 

阻害することがない。

この発明の1つの局面では、長さ可変手段は第1接続体および第2接続体の少 

なくとも一方に形成される伸縮可能部を含む。この伸縮可能部は、易変形部で構 

成されてもよい。易変形部としては、第1接続体および第2接続体の少なくとも 

一方に形成された複数の切り込み、または湾曲部などが考えられる。

この発明の上述の目的ぉょびその他の目的，特徴，局面ぉょび利点は、添付図 

面に関連して行ゎれる以下の実施例の詳細な説明から一層明らかとなろぅ。

図面の簡単な説明

図1は従来の電池構造を示す図解図でぁり；

図2はこの発明に従った電池構造の一実施例を示す図解図でぁり；

図3は図2の線皿-皿にぉける断面図でぁり；

図4は図2の線1٧ —1٧における断面図であり；

図5は図2実施例の接続板の٠例を示す平面図であり；

図6は図2実施例の接続板の他の実施例を示す平面図であり；

図7は図2実施例の接続板のその他の実施例を示す平面図であり；
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図8はこの発明に従った電池構造の別の実施例を示す図解図であり；

図9は図8実施例の湾曲部を示す図解図であり；

図1 0は図9実施例の接続板の他の例を示す平面図であり；そして

図11は保護回路の一例を示すブロック図である。

発明を実施するための最良の形態

図2に示すこの発明の実施例の電池装置1 0は、図3および図4に示すような 

構造のリチウムイオン電池1 2を含む。リチゥムイオン電池1 2は、たとえば先 

に挙げた特開平7 — 1 3 4 9 8 4号公報に記載されているように、帯状銅箔の両 

面に炭素質材料を主体とした負極合剤を塗布٠乾燥させて作成した負極121， 

帯状のアルミニゥム箔の両面にしi Со◦。を主体とした正極合剤を塗布٠乾燥 

させて作成した正極1 2 2および微多孔性ポリプロピレンフィルムからなるセパ 

レータ1 2 3を含み、負極12 1，セパレータ12 3,正極1 2 2そしてセパレ 

一夕1 2 3の順に積層し、この積層体を渦卷状に卷回して、扁平な円筒形状に作 

成されている。そして、この積層体の上端面には正極リード’1 4が設けられ、下 

端面には負極リード'1 6が設けられており、それぞれ正極1 2 2および負極1 2 

1と接続されている。上述した積層体の全体は柔軟性を有する絶縁性シ-卜1 2 

4により密封されており、正極リード'1 4および負極リード'1 6のみが露出する 

ように構成されている。

そして、この実施例の電池装置1 0においては、保護回路1 8を形成した基板 

2 〇が積層体の側面に接するように配置されており、基板2 0には保護回路1 8 

と電気的に接続した接続板2 2および2 4が固定されている。接続板2 2および 

2 4は、それそ^扒たとえばニッケルの薄板（帯状体）からなり、正極リ-ド٠1 

4および負極リ_ド'1 6とも電気的に接続されている。

さらに、この実施例の電池装置1 〇では、接続板2 2および2 4に切り込み2 

2 1，2 2 2および2 4 1，2 4 2がそれぞれ形成されている。この切り込み2 

2 1, 2 2 2および2 4 1，2 4 2は、接続長さを変化する長さ可変手段を構成 

する。ここで、接続長さとは、接続板2 2および2 4が積層体すなわちリチゥム 

イオン電池1 2の外形形状に沿って遊びのない状態で取り付けられた場合の、基
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板2 0と正極リ~ド' 1 4との間の接続板2 2の長さ、および負極リード1 6と基 

板2 0との間の接続板2 4の長さをいう。

図5はこの実施例の接続板2 2の一部を示す平面図であるが、他方の接続板2 

4にっいても同様に構成されるものであることを予め指摘しておく。

図5 (A)に示すように、切り込み2 2 1は、接続板2 2の長手方向と交差す 

る方向、すなわち幅方向に延びて複数形成されている。そして、接続板2 2の幅 

方向の一方側部の切り込み2 2 1は接続板2 2の-方の端部から接続板2 2の中 

心線2 2 aを越える位置まで延びて形成され、他方側部の切り込み2 2 2は他方 

の端部から接続板2 2の中心線2 2 3を越える位置まで形成されている。すなわ 

ち、切り込み2 2 1およぴ2 2 2は、交互に、接続板2 2の両方の端部から中心 

線2 2

積層体(リチゥムイオン電池1 2)の膨張等により電池1 2の正極リ_ド'1 4 

と基板2 〇との間の接続長さが長くなった場合、図5 (В)に示すように、切り 

込み2 2 1および2 2 2が開くことで接続板2 2の長手方向が長くなる。すなわ 

ち、接続長さの変化に従い、切り込み2 2 1およぴ2 2 2が開いたり閉じたりす 

ることで、接続板2 2の長手方向の長さを可変とし、接続長さの変化分を吸収す 

るようにしている。

この場合、上述した切り込み2 2 1および2 2 2を接続板2 2の中心線2 2 а 

を越えてどの程度の長さで形成するかによって、接続板2 2の長手方向の長さの 

変化分を決めることが可能である。また、切り込み2 2 1および٠2 2 2の数を増 

やすことでも、接続板2 2の長手方向の長さ変化を大きくすることができる。

図2実施例では、接続板2 2および2 4の両方に切り込み2 2 1,2 2 2およ 

び2 4 1および2 4 2を設けているが、一方だけに、この切り込みを設けること 

も可能である。

また、図6および図7に示すように、切り込み2 2 1およぴ2 2 2の形状は、 

接続板2 2の長手方向(および幅方向)に対して斜めに延びて形成されてもよく 

、湾曲して形成されてもかまわない。すなわち、切り込み2 2 1，2 2 2および 

2 4 1, 2 4 2は、それぞれ、接続板2 2および2 4の両端から中心線を越える 

位置まで連続して延びて形成されるのであれば'、どのような形状でもよい。した
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がって、切り込みでなく切欠で形成することもできる。切欠の場合でも、切欠が 

接続板2 2および2 4の中心線を越えた位置まで形成されてぃればどのような形 

状でもよぃ。

さらに、切り込みや切欠は、接続板2 2および2 4の製造後の再加エエ程で形 

成してもよぃし、接続板2 2および2 4の製造時に同時に形成することも可能で 

ぁる〇

図8はこの発明の他の実施例を示した、電池構造を側面からみた図解図である 

٠この実施例におぃても、図2実施例と同様に、基板2 0と正極リード1 4およ 

び負極リ-ド'1 6とをそれぞれ接続する接続板2 2および2 4が電池1 2すなわ 

ち積層体の外形形状に沿って設けられてぃる。接続板2 2および2 4には、それ 

そ'れ、湾曲部2 2 3および2 4 3が形成されてぃる。図9には2っの接続板2 2 

および2 4を代表して、1っの接続板2 4が示され、この接続板2 4は、電池1 

2の側面に沿う第1部分2 4 ٥と電池1 2の下面に沿う第2部分2 4わとを含み 

、この第1部分2 4 &および第2部分2 4 ٥を連結する湾曲部2 4 3が形成され 

る。湾曲部2 4 3は、すなわち、接続板2 4の折り曲げ部におぃて、接続板2 4 

の全幅にわたって一方面（外面）側に突出するように接続板2 4の一部を湾曲さ 

せることによって形成される。

積層体の膨張等により電池1 2の正極リード'1 4およぴ負極リード٠1 6と基板 

2 〇との間のそれぞれの接続長さが長くなった場合、接続板2 2および2 4が長 

手方向に引っ張られるが、その際に湾曲部2 2 3および2 4 3が長手方向に伸ぴ 

ることにより、長くなった接続長さに対応して接続板2 2および2 4の長手方向 

の長さを長くすることができる。

また、接続板2 2およぴ2 4を電池1 2の外面にセットする際に、11 2の 

外形形状に沿って折り曲げる必要があるが、図8および図9に示すように、湾曲 

部2 2 3および2 4 3を接続板2 2および2 4の折曲部に形成しておけば、折り 

曲げる際に容易に電池12の外面に沿わせることが可能となる。

さらに、図1 〇に示すように、たとえば接続板2 2の湾曲部2 2 3に該当する 

部分の幅を細くしておけは٠、その幅狭部におぃて強度が弱くなるため接続板2 2 

が引っ張られた際に湾曲部2 2 3が容易に伸びることができ、湾曲部2 2 3以外
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の接続板2 2の部分への負荷が少なくなる。ただし、図1 0実施例では湾曲部2 

2 3の幅を細くしているが、その湾曲部2 2 3 ( 2 4 3 )の部分において接続板 

2 2 ( 2 4 )の厚さを薄くすることによっても強度を弱くでき、湾曲部2 2 3 ( 

2 4 3 )を容易に変形させることができる。

このように、上記すべての実施例において、接続板2 2および2 4の少なくと 

も٠方に、伸縮可能部ないし易変形部として切り込みゃ切欠あるいは湾曲部を形 

成することによって、基板2 〇と正極リード'1 4および負極リ-ド٠1 6との間の 

接続長さの変化を吸収することができ、したがって電池12 (積層体)の膨張， 

収縮によるストレスを緩和することができる。

なお、実施例の電池装置1 0は図1 1に示す回路構成となる。すなわち、この 

電池装置1 〇は、電池駆動装置(図示せず)に電池パック端子を介してリチゥム 

イオン電池12からの電源を付与するものであり、リチウムイオン電池12の正 

極および負極が接続板2 2および2 4によって基板に接続される。基板上には、 

たとえばローム株式会社製の「ВАЗ 1 5 3 FVjのようなコントロール1 С 1 

8 aおよぴスイッチ1 8 bを含む保護回路1 8が形成される。コントロールI C 

1 8 a،i١リチゥムイオン電池1 2の電圧および/または電流を監視し、放電時 

には、その電圧/電流に基づいて、過電流が流れたとき、または電圧が.定値以 

下になったとき、スイッチ1 8٥をオフする。したがって、電池パック端子から 

の電源の供給が遮断される。さらに、コントロールI C 1 8 aは、充電時には、 

電圧'電流に基づいて、過電流が流れたとき、または電圧が一定値以上になった 

とき、スイ、ソチ18٥をオフする。したがって、電池パック端子からリチゥムイ 

オン電池12への充電電源の供給が遮断される。

この発明が詳細に説明され図示されたが、それは単なる図解および.例として 

用いたものであり、限定であると解されるべきではないことは明らかであり、こ 

の発明の精神および範囲は添付されたクレ-ムの文言によってのみ限定される。
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言青求の範囲

1. 次のものを備える、電池装置:

高分子材料からなる正極および負極を有しリチゥムイオンにより充放電を行う

リチウムイオン電池；

前記リチゥムイオン電池の外面上に配置される回路基板； 

前記回路基板と前記正極とを接続する第1接続体； 

前記回路基板と前記負極とを接続する第2接続体；および 

前記第1接続体および前記第2接続体の少なくとも.方に関連して設けられ、

前記回路基板と前記正極との間の第1接続長さおよび前記回路基板と前記負極と 

の間の第2接続長さ少なくとも一方を可変とする長さ可変手段。

2. クレ-ム1に従属する電池装置であって、前記長さ可変手段は前記第1接 

続体およぴ前記第2接続体の少なくとも一方に形成される伸縮可能部を含む。

3. クレーム2に従属する電池装置であって、前記伸縮可能部は易変形部を含 

む〇

4. クレ-ム3に従属する電池装置であって、前記第1接続体およぴ前記第2 

接続体の少なくとも一方は所定幅を有する帯状体であり、前記易変形部は前記帯 

状体の側端から幅方向に延びて形成される複数の切り込みを含む。

5. クレ-ム4に従属する電池装置であって、前記複数の切り込みは前記帯状 

体の前記側端から幅方向中心を越えて延びる。

6. クレーム4または5に従属する電池装置であって、前記複数の切り込みは 

前記帯状体の両側部に形成される第1切り込みおよぴ第2切り込みを含む。

7. クレ_ム6に従属する電池装置であって、前記第1切り込みおよぴ前記第 

2切り込みは前記帯状体の長手方向に交互に形成される。

8. クレ-ム3に従属する電池装置であって、前記易変形部は前記第1接続体 

および前記第2接続体の少なくとも一方に形成された湾曲部を含む。

9. クレ-ム8に従属する電池装置であって、前記第1接続体およぴ前記第2 

接続体の少なくとも一方は前記リチゥムイオン電池の外面に沿って折り曲げられ 

る折曲部を含み、前記湾曲部は前記折曲部に形成される。
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